
営業部門の中期計画策定をキッカケに経営構造の変革に至り、成長路線復帰にチャレンジ

　急激な市場変化の波を受け、大
幅な売上減に直面し、会社の存続
までも危うくなるほどの窮地に追
い込まれたが、全社の努力で売上
が回復基調に転じた。しかし、安
定的な事業発展を描くには外部の
支援を必要としていた。支援は事
業拡大の方向性の決定、営業主導
の中期計画策定を基盤に、これに
連動した各部門の計画立案から課
題解決の仕組み作り、経営・マネ
ジメント革新へと発展した。一連
のプロセスは現在多くの中小企業
が抱えている課題解決の方策の一
つであり、経営革新展開のモデル
となる可能性を秘めている。

企業概要
　日本の電機業界が世界を席巻し
ている時代は高業績を謳歌してい
た。当社は精密シャフト加工では
他社の追随を許さないほど圧倒的
に強く、ビデオレコーダーのモー
ターシャフトでは圧倒的なシェア
を握っていた。電機業界のデジタ
ル化の革新は速く、ビデオレコー
ダーはテープ～DVD・ブルーレ
イへと変わり、予測不可能な変化
であった。結果、売上は大幅に減
少し、その後は停滞気味であった。

変化のきっかけは、大手自動車部
品メーカーから問い合わせがあっ
たテーマが当社の技術力とマッチ
し、ハードルの高い大手自動車部
品メーカーと取引することができ
るようになったことである。その
結果、現在は、自動車業界の売上
は50％を超えるまでに拡大し、当
社にとって無くてはならない事業
になっている。しかしながら、こ
のことは、電機関連の落ち込みを
自動車関連の売上がカバーしてい
ることに他ならない。今後も自動
車関連に頼ることになる構造が続
くと認識はしているが、どうして
も一つの業界にのめり込めない風
土となっていた。過去には売り込
まなくても受注が舞い込み、試
作・生産対応に注力すればよかっ
たため、何時しか待ちの体質とな
り、これが現在でも社内に根強く
残り、ボトムアップを期待しても
中々積極的に動けない風土でもあ
った。将来を見据えた戦略を志向
して新分野・新規顧客の開拓や新
技術の開発などの積極的な課題を
組み込んだ中期計画を策定した
が、風土改革までには時間を要す
る。社長（現会長）の目標は「変
化に対応し発展していく逞しい企
業の構築」であり、危機感は想像
以上のものであった。

新事業展開型

営業部門の中期計画策定をキッカケに経営構
造の変革に至り、成長路線復帰にチャレンジ
近年は業績の横這い状況にあり、現状打破が喫緊の課題であった。その突破口を事業の
推進役である営業に求めた。まず、営業マネジメント力の強化に取り組み、挑戦的な売
上計画の策定をキッカケに社内が動き出し、やがて事業構造や経営構造の変革にまで至
り、事業展開を前向きに捉える風土が形成され始めている。
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中小機構との出会い
　平成22年度の中小機構関東本部
主催のセミナー「チャレンジ
KANTO21」に社長が参加したこ
とが当機構との出会いである。セ
ミナー参加後には、「新規事業開
拓指針の策定」をテーマとする関
東本部の専門家継続派遣事業の支
援で指針が策定された。そして、
社長は社内のボトムアップを期待
して若手層からの事業変革の提案
を待ち望んでおり、関東本部の支
援で得られた成果を基盤にしてさ
らに強化したいとの思いがあっ
た。また、「新事業・既存事業を
含めた全体事業計画の策定と実行
等」が課題として残っており、当
機構の広範で高度な支援に社長の
信頼が高まっていた。当機構とし
ては事業内容・課題から大きく変
貌すると確信し、本部主導による
長期支援を念頭に置いた支援を決
心した。

プロジェクトマネージャー
の視点と支援課題の設定
　支援要望は①新規事業分野の探
索と新規事業戦略策定、②中期経
営計画策定、③処遇制度の構築で
あった。
　そこで、支援を開始するための
ヒアリングを実施したが、その際
に経営陣から受けた印象は「強い
事業、企業体質への思い」と「堅
実な経営スタイル」であった。一
方で、多くの社員にも接触するに
つれ、経営陣の思いと社員の期待
の擦れ違いがあることが分かり、
そこから掴んだ課題は「トップダ
ウンとボトムアップ両者の力量の
向上」や「マネジメントの仕組み
の見直し」などであった。
　こうして、数項目の改善策を実
施すれば答えが出ることではな
く、経営構造・マネジメント・風
土・マインドを変革するテーマと
捉え、長期プログラムでの支援が
必要との認識を持った。

プロジェクト推進体制
テーマ毎に部長職をリーダーと

し、管理職を中心としたプロジェ
クトチームを編成した。支援を進
める節目々々で経営陣に活動の意
味合い・進捗状況を報告し、方向
性を確認して共通認識を持つよう
にした。経営陣の後押しもあり、
回を重ねるごとにメンバーのやる
気が加速され、目標達成への統合
度が高まり、その結果、高評価さ
れるアウトプットに至った。

支援内容と支援成果
＜専門家継続派遣事業①＞
（平成24年6月～平成24年12月）
　第1ステージの支援テーマは「新
規分野・新規顧客の具体的探索と
今後の方向性検討」とし、大手電
機メーカー出身で営業やマーケテ
ィング、事業運営の実務経験者を
アドバイザーとして派遣した。
1．今後の事業展開に資する現状
の確認
　第1ステップでは新たな事業の
柱づくりのトリガーとなるよう、
中期経営計画の精査・外部環境調
査・競合分析・業務プロセス分析

等を徹底し、現状把握と課題抽出
に集中した。
　3ヶ月経たところで現状確認・
分析結果の中間報告会を実施し
た。中間報告会では今後の課題設
定・その解決の方向性から支援内
容を絞込み、経営陣に提案して承
認を得た。
＜今後の課題設定・解決の方向性＞
⑴マーケティングチームの立上げ
⑵新分野、新規客先の探索
⑶事業ビジョンの策定
2．新事業分野・新規顧客の具体
的探索
　第2ステップでは、自動車を担
当する営業部門を中心にマーケテ
ィングチームを編成し、アドバイ
ザーと協働で自動車業界に関連し
た市場、技術、顧客等のあらゆる
項目の現状調査・分析を徹底的に
実施した。
　当機構独自の調査機能をフル活
用し、公開情報から自動車関連の
広範かつ貴重な情報（世界自動車
販売予測、パワートレイン市場予
測、自動車部品出荷額推移等）を
収集したが、これらの情報は数十
点に及び、その分析が「新たなタ
ーゲット市場」を特定するための
道筋を見出した。

売上高
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3．今後の方向性の検討
　第3ステップは、分析を継続す
る中で当社にとって会社の発展・
存続には自動車関連の事業の位置
付けが最も重要であることに至っ
た。その結果、最終アウトプット
として「中期営業戦略の提案～自
動車戦略～」がリーダーである営
業部長から経営陣、各部門責任者
に報告された。
＜中期営業戦略での提案内容＞
⑴全社方針策定と中期経営計画見
直し
・自動車の成長に乗りニッチトッ
プを目指す。（重点客先の攻略など）
⑵戦略企画室の設置
・環境変化をいち早く察知し、事
業戦略に反映する。
⑶自動車拡販戦略の策定
・海外企業・エリアの優先付け等

⑷営業体制の見直し・強化
・自動車・海外への対応体制等
自動車部品事業を最も重視した
提案は「当社が考えていたことを
具体的に提案してくれた」「新規
事業のターゲットが明確になっ
た」等、目標を達成し、高い評価
を得て終了した。
　第1ステージの最大の支援成果
は「事業の方向性が明確になり、
売上拡大のターゲットが設定され
たこと」である。事業の方向性に
ついて多くの資料・データから「自
動車業界」への注力を提案し、そ
の後、営業部門と共同で中期営業
計画を策定し、自動車特化の裏付
けと具体的計画を策定することで
全社の整合を図った。これで会社

としての迷いが消え、１つの柱が
立ち、安心して業務に邁進する空
気が立ち始めた。

＜専門家継続派遣事業②＞
（平成25年5月～平成26年3月）
　第2ステージでは、第１ステー
ジの支援をベースに営業部主体の
「部門計画必達に向けた事業運営
の仕組みの高度化」の支援を先行
開始した。自動車攻略の先兵は営
業であり、新規分野・新規顧客の
開拓は営業のミッションであるこ
とから、営業マネジメントの仕組
みの高度化は避けて通れず、「待
ちの営業スタイル」からの脱却を
優先課題とした。経営陣が営業部
に中期営業戦略の具体化・実行と
マネジメント革新による全社リー
ド役及び計画必達を期待していた

こともある。支援内容から大手機
械メーカー出身の営業実務経験者
をアドバイザーとして派遣した。
　営業部門のテーマが動き出した
後は、経営陣と後継者で取り組む
「今後の経営の方向性と組織体制
の検討」を支援した。事業の柱で
ある自動車部品は売上拡大を見込
んでいるが、最もイノベーション
が進展している事業分野で予断を
許さない状況であり、自動車の次
の柱づくりを急ぐ必要があった。
そのため、経営の方向性の決断と
合わせてご子息を経営に参画させ
る体制作りが必要と判断した。第
2ステージの支援開始直前に社長
は社内から次期社長を指名し、自
らは会長となったことから、絶妙

のタイミングでもあった。支援内
容から大手化学メーカー出身の企
業経営、組織・人事関連の実務経
験者をアドバイザーとして派遣し
た。
　第2ステージは計画立案ではな
く、具体化・実施のステージであ
り、2テーマともに最適なアドバ
イザーで支援チームを編成し、密
度の濃い支援がスタートした。
1．部門計画必達に向けた事業運
営の仕組みの高度化
　営業に特化したプログラムを組
み、営業プロセスの成功モデル（＝
三和WAY）構築と全社リード役
に適うマネジメント体制整備を目
指して支援した。
＜支援項目・内容（取り組み順）＞
⑴客先別取引経緯分析
顧客へのアクセスポイント、当

社のアピールポイント、ファース
トコンタクト～売上獲得までのリ
ードタイム、受注確率を整理し、
課題を明確化。
⑵新規顧客獲得の仕組みの改善
展示会・ホームページの企画の

改善。支援期間中には新たな企画
で国内展示会に1回出展し、新規
顧客リストを獲得した。
⑶営業プロセスの見える化
訪問計画策定、売上につながる

現保有テーマの見える化、短期及
び長期の計画管理の確立。
⑷マネジメント体制構築
売上向上のKPIを抽出し、目標

達成のためのマネジメント強化策
として月次進捗管理、差異分析か
ら課題解決出来る仕組み（PDCA）
を導入し、定着を図った。
　商談は顧客・チャネルから舞い
込むことが多く、かつては見積・
試作の対応に間違えなければ数字
を作れる待ちの営業体質であっ
た。この体質をマネジメントが機
能する体質へと変革すべく、管理
職が中心となって舵を切った。最
終的にはPDCAを自社で回せるこ
とを目標に置き体質強化を進めた。
　本テーマではマネジメント革新
を実施し、管理職から「“重点課

時田　冨士男　本部　副統括プロジェクトマネージャー

他社にない技術を持ちながら栄光の成功体
験、その後の事業環境の激変～停滞気味な現
状の打破を、どの様なプロセスで変革するか
にトライしたモデル的支援事業である。今回
の支援を機に経営構造及び人事制度などの
企業基盤の強化に発展させている関係者に
感謝と引き続きの努力に期待したい。
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題の進め方”が理解できた」「テ
ーマ管理の重要性が理解できた」
等、前向きな評価が得られた。最
も大きな成果は長期のテーマ管理
上で想像を超える35億円の売上計
画を立案できたことであった。ま
た、それが、その後、社内のさま
ざまな前向きの議論に広がるなど
の良い循環が生まれた。
2．今後の経営の方向性と組織体
制の検討
　事業の方向性が定まり、営業が
積極的な計画を組み始めたこと
で、社内議論が起こったことから、
総仕上げである本質課題の解決と
して支援した。狙いは、会長が言
う①定めた組織目標の達成に全社
を挙げて強力に臨むこと、②環境
変化に対応し、全社的視点に立っ
て自主的に提案・行動する人材を
育成し活用すること、③社員のパ
フォーマンスを正しく人事考課す
ること、に置いた。
＜支援項目・内容（取り組み順）＞
⑴表彰制度導入
社員のモチベーション向上、ボ
トムアップでの事業変革提案が活
性化する組織風土、環境変化に対
応して全社的視点に立って自主的
に提案・行動する人材を形成する
手段。表彰制度、表彰規程類を整
備。
⑵執行役員制度導入
経営と業務執行の機能分離、取
締役数の適正化でスピーディーな
コーポレートガバナンスを実現す
るとともに、社員の最高位として
の相応しい処遇を実現するために
導入。執行役員規程類を整備。
⑶管理職問題認識の吸い上げ
経営陣と部課長、部課長相互の
コミュニケーション活性化のため
に懇談会を実施。合わせて、部課
長へのアンケート調査を実施し、
調査結果から経営課題を抽出。
⑷管理職研修体系の創設
部課長のマネジメント力、問題
解決力等の強化のための研修制度
を新設。
⑸課題設定・解決プロセスの改革

　経営トップの問題認識、管理職
アンケート調査で抽出した課題の
解決には「トップダウンとボトム
アップの融合による課題設定・解
決プロセスの確立」が中核施策と
して有効であると認識し、これを
本項目の支援の最重要施策として
位置づけ企画立案し、試行した。
具体的取組み項目は下記のとおり
である。
①中期経済情勢・経営環境の分析
と経営基本課題の抽出
②中期経営方針・経営計数目標・
重要課題およびそれらの期末ゴー
ル目標の設定
③中期部門課題・期末ゴール目
標・人員計画・経費予算・投融資
予算の策定と決定
④中短期経営計画・予算の全社説
明会
⑤当該年度部門実行計画の策定
⑥当該年度計画の組織・個人別目
標管理の仕組みへの落し込み
⑹経営会議の新設
トップの意志の明確化、課題設

定～解決への衆知の結集、意思決
定のスピードアップ、次世代幹部
の育成強化を図るため、原則2回/
月の頻度で実施することとした。
⑺そのほかに、自己啓発の促進を
図るためのビジネス書架の設置、
改正高齢法対応の推進、決栽権限
の整備等に取り組んだ。
　第2ステージを振り返ると、2名
のアドバイザーの知見と熱意で支

援目標は高いレベルでクリアされ
た。本質課題解決のプログラムが
組まれ、大幅に改善された項目、
現在も進行している項目と大きな
成果を得て終了した。

今後の課題
　中期計画を元に単年度計画が策
定され、各部門は目標に向け活動
を実施し、月次管理が動き出した。
会社としての基盤構築が緒に就い
たが、その定着にはまだ相当の努
力、時間が必要であり、また積み
残した課題も多い。今後は経営
陣・マネージャーが一体となり「課
題設定・解決プロセス」の仕組を
自ら回すだけでなく、より高いレ
ベルへの挑戦と緩みのないマネジ
メントができるかが課題となる。
新事業開発等新たに果敢に挑戦し
ているテーマも出てきているが、
さらに、これまでの取組が全社に
一層波及することを期待したい。

経営者のことば
　営業マネジメントの構築・経営の今後の方向
性等にご支援をいただき、課題である営業力の
向上が図れました。売り上げの指標となる開発
テーマも大幅に増大し、今後の事業発展に貢献
することと考えます。また課題設定・解決プロ
セスに基づき中期計画を作成し、これまでにな
い全社ビジョンと個人別目標管理等新しい取り
組みを行うことができました。今後は各部門・
各階層の人材育成に努め、ご指導いただいた内
容を更に発展させ事業の拡大を目指したい。中小機構の皆様方には長い
間大変お世話になり有難うございました。

代表取締役　田山　英明社長




